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電気通信設備の安全・信頼性対策に関する基準の構成

電気通信設備の安全・信頼性対策に関する基準には、電気通信事業法に基づく強制基準としての技術基準と、ガイド
ラインとしての「情報通信ネットワーク安全・信頼性基準」があり、安全・信頼性対策として定性的に定めている。

電気通信回線設備を設置又は基礎的電
気通信役務を提供する電気通信事業者
の事業の用に供する電気通信設備

（事業用電気通信設備）

左記以外の電気通信事業
の用に供する電気通信設
備

自営電気通信設備

強
制
基
準

有線電気通信法 有線電気通信設備について、技術基準を規定

電波法 無線設備について、技術基準を規定

電気通信事業法

（事業用電気通信
設備規則）

電気通信事業用の設備について、予備
機器の設置、故障検出、異常ふくそう対
策、耐震対策、停電対策、防火対策等の
技術基準を規定

規定していない

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

情報通信ネット
ワーク安全・信頼
性基準（告示）

電気通信事業者のネットワークについて、
電気通信事業法の技術基準以外のソフト
ウェア対策、情報セキュリティ対策、設計・
施工・運用等における管理等を規定。

電気通信事業法の技術基準の対象とならない
電気通信事業者のネットワーク、自営情報通信
ネットワーク、ユーザネットワークについて、予備
機器の設置、故障検出、異常ふくそう対策、耐震
対策、停電対策、防火対策等を詳細に規定。

また、ソフトウェア対策、情報セキュリティ対策、
設計・施工・運用等における管理等も規定。



事業用電気通信設備規則の構成

技術基準の5原則（電気通信事業法第41条第3項）
１．電気通信設備の損壊又は故障により、電気通信役務の提供に著しい支障を及ぼさないようにすること。
２．電気通信役務の品質が適正であるようにすること。
３．通信の秘密が侵されないようにすること。
４．利用者又は他の電気通信事業者の接続する電気通信設備を損傷し、又はその機能に障害を与えないようにすること。
５．他の電気通信事業者の接続する電気通信設備との責任の分界が明確であるようにすること。

第一章 総則

第二章 電気通信事業の用に供する電気通信回線設備
第一節 電気通信回線設備の損壊又は故障の対策
第一款 アナログ電話用設備等
第二款 その他の電気通信回線設備

第二節 秘密の保持
第三節 他の電気通信設備の損傷又は機能の障害の防止
第四節 他の電気通信設備との責任の分界
第五節 音声伝送役務の提供の用に供する電気通信回線設備
第一款 アナログ電話用設備
第二款 総合デジタル通信用設備
第三款 アナログ電話相当の機能を有するインターネットプロトコル電話用設備
第四款 携帯電話用設備及びＰＨＳ用設備
第五款 その他の音声伝送用設備

第三章 電気通信事業の用に供する端末設備

第四章 基礎的電気通信役務を提供する電気通信事業の用に供する電気通信設備
第一節 電気通信設備の損壊又は故障の対策
第二節 秘密の保持
第三節 他の電気通信設備の損傷又は機能の障害の防止
第四節 他の電気通信設備との責任の分界

第五節 音声伝送役務の提供の用に供する電気通信設備

第五章 雑則（第五十四条・第五十五条）

附則



第二章 第一節第一款（アナログ電話用設備等）その１

技術基準の概要

対象設備 ・アナログ電話用設備、総合デジタル通信用設備、０ＡＢ～Ｊ‐ＩＰ電話用設備、携帯電話用設備

予備機器 ・交換設備には予備機器を設置・配備し、故障時に速やかに切り替える。
・伝送路設備には、予備の電気通信回線を設置する。

・電気通信回線で共通に使用される機器は、予備機器を設置・配備し、故障時に速やかに切
り替える。
・交換設備相互間を接続する伝送路設備は、なるべく複数の経路により設置する。

故障検出 ・故障（電源停止、共通制御機器の動作停止等）の発生時には、故障を直ちに検出し、運用者
に通知する機能を備える。

防護措置 ・利用者や他事業者設備から受信したプログラムによって、役務提供に重大な支障を及ぼす
ことがないよう防護措置が講じる。（セキュリティの確保も含む）

試験機器
及び応急
復旧機材

・事業場には、設備の点検及び検査に必要な試験機器を配備する。

・事業場には、故障が発生した場合に、応急復旧措置（応急復旧工事、臨時の電気通信回線
の設置、電力の供給等）を行うために必要な機材を配備する。

異常ふく
そう対策

・交換設備は、異常ふくそう（特定の交換設備に対し通信が集中することにより、交換設備の
通信の疎通能力が継続して著しく低下する現象）が発生した場合に、これを検出し、かつ、通
信の集中を規制する機能を有する。

耐震対策 ・地震による転倒又は移動を防止するため、床への緊結等を行う。
・地震による構成部品の接触不良及び脱落を防止するため、構成部品の固定等を講じる。
・故障により重大な支障がある設備の耐震対策は、大規模な地震を考慮する。



第二章 第一節第一款（アナログ電話用設備等）その２

技術基準の概要

電源設備 ・電源設備は、設備の消費電流を安定的に供給できる容量があり、かつ、設備の動作電圧又
は動作電流の変動許容範囲内に維持する。
・電源設備は、予備機器を設置・配備し、故障時に速やかに切り替える。

停電対策 ・電力供給が停止した場合に通信が停止しないよう、自家用発電機又は蓄電池の設置を行う。

誘導対策 ・線路設備は、強電流電線からの電磁誘導作用により異常電圧又は異常電流が発生しない
ように設置する。

防火対策 ・設備を設置する通信機械室は、自動火災報知設備及び消火設備を設置する。
・コンテナ等の構造物及びとう道は、自動火災報知設備及び消火設備を設置する。

・他事業者にコロケーション場所を提供する場合は、当該事業者の設備が発火等をしないこと
を書面等により確認する。

屋外設備 ・屋外設備（屋外に設置する電線・空中線及びこれらを支持・保蔵するための工作物）は、そ
の設置場所における外部環境（通常想定される気象の変化、振動、衝撃、圧力等）の影響を
容易に受けない。
・公衆が容易に触れることができないように設置する。

設備を設
置する建
築物

・自然災害（風水害等）及び火災の被害を容易に受けない。
・設備を安全に設置することができる堅固で耐久性に富むものである。
・設備が安定に動作する温度および湿度を維持する。
・公衆が容易に立ち入ることができない。

※利用者の建築物に設置する設備や、小規模な設備等については一部対象外が設けられている。



第二章 第一節第二款（その他の電気通信回線設備）

技術基準の概要

対象設備 第一款の設備以外の電気通信回線設備
（例：０５０ ＩＰ電話、データ伝送用設備）

予備機器 －

故障検出 第一款を準用

防護措置 第一款を準用

試験機器及び応急復旧機材 第一款と同様（応急復旧機材の配備のみ。故障時に重大な支障がある
場合のみ）

異常ふくそう対策 第一款を準用

耐震対策 第一款と同様（大規模な地震への考慮を除く。故障時に代わって役務を
提供するための措置を行っている場合は除く）

電源設備 第一款を準用（予備の電源設備を除く。）

停電対策 －

誘導対策 第一款を準用

防火対策 第一款と同様（通信機械室等における防火対策のみ。故障時に代わって
役務を提供するための措置を行っている場合は除く）

屋外設備 第一款を準用

設備を設置する建築物 －



第二章 第二節／第三節／第四節

技術基準の概要

第
２
節

通信内容の
秘匿措置

・利用者が端末設備等を接続する点において、他の通信の内容が判読できないように
必要な秘匿措置を講じる。

蓄積情報保
護

・設備に利用者の通信内容に関する情報を蓄積する場合は、当該利用者以外の者が
容易にその情報を知得し、又は破壊することを防止する措置（識別符号の照合確認
等）を講じる。

第
３
節

損傷防止 ・接続設備（利用者又は他事業者の接続する設備）を損傷するおそれのある電力、電
流、電圧、光出力を送出してはならない。

機能障害の
防止

・接続設備に障害を与えるおそれのある電気信号又は光信号を送出してはならない。

漏えい対策 ・事業者は、端末設備等と交換設備との間の電気通信回線に伝送される信号の漏えい
に関し、あらかじめ基準を定め、その基準を維持するように努めなければならない。
・当該基準（変更を含む）は、遅滞なく総務大臣に届け出る。

保安装置 ・落雷又は強電流電線との混触により接続設備を損傷するおそれのある場合は、避雷
器、ヒューズ、保安装置等を設置する。

異常ふくそ
う対策

・他の事業者と接続する交換設備は、直ちに異常ふくそうの発生を検出し、かつ、通信
の集中を規制する機能を有する。

第
４
節

分界点 ・他事業者の設備との責任の分界を明確にするため、分界点を有する。
・分界点において他事業者の設備から切り離せる。

機能確認 ・分界点で設備を切り離し、設備の正常性を確認できる措置を講じる。



第二章 第五節（品質に関する規定）

第一款
（アナログ電話）

第二款
（ＩＳＤＮ）

第三款
（０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話）

第四款（携帯電話、ＰＨＳ）
第五款（ＩＰ電話等）

通話品質 端末～交換設備間
・送話ラウドネス定格：１５ｄＢ以下
・受話ラウドネス定格：６ｄＢ以下

端末～交換設備間

・送話ラウドネス定格：
１１ｄＢ以下

・受話ラウドネス定格：
５ｄＢ以下

－ （０５０－ＩＰ電話を除く）
端末～端末間の通話品質
・基準を予め定める
・総務大臣へ基準を届け出る
・基準を維持するよう努める

接続品質 基礎トラヒック※について以下に適合。

・発呼信号から選択信号受信可能となる
まで３秒以上となる確率：０．０１以下

・呼損率：０．１５以下
・国際電話発信の呼損率：０．１以下
・国際電話着信の呼損率：０．１１以下
・呼出音の通知：３０秒以下

アナログ電話を準用 アナログ電話を準用 （０５０－ＩＰ電話を除く）
アナログ電話を準用

総合品質 － － 端末～端末間における通話の
総合品質

・基準を予め定める（Ｒ値８０
超、平均遅延150ms未満）

・基準を維持するよう努める

（ＩＰ電話のみ）端末～端末間に
おける通話の総合品質

・基準を予め定める（Ｒ値５０超、
平均遅延400ms未満）

・総務大臣へ基準を届け出る
・基準を維持するよう努める

ネット
ワーク
品質

－ － ・基準を予め定める

・UNI～UNI間：平均遅延
70ms以下、揺らぎ20ms以
下、パケット損失0.1%以下

・UNI～NNI間：平均遅延
50ms以下、揺らぎ10ms以
下、パケット損失0.05%以下

・基準を維持するよう努める

－

安定品質 － － アナログ電話と同等の安定性 －

※基礎トラヒック：１日のうち、１年間を平均して呼量が最大となる連続した１時間について１年間の呼量及び呼数の最大のものから
順に３０日分の呼量及び呼数を抜き取ってそれぞれ平均した呼量及び呼数又はその予測呼量及び予測呼数をいう。



第二章 第五節（品質以外に関する規定）

第一款（アナログ電話）
第二款（ＩＳＤＮ）、第三款（０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話）、
第四款（携帯電話、ＰＨＳ）、第五款（その他）

電源供給 通信用電源（４２Ｖ～５３Ｖ、１５ｍＡ以下（終端抵抗が３００
オーム） 、１３０ｍＡ以下（終端抵抗が５０オーム））を供給
する。

・発信側の端末設備等からの発信を認識し、着信側の端
末設備等に通知する。

・電気通信番号を認識する。

・着信側の端末設備等の応答を認識し、発信側の端末設
備等に通知する。

・通信の終了を認識する。

・ファクシミリによる送受信が正常に行える。＜０ＡＢ～Ｊ－
ＩＰ電話のみ＞

基
本
機
能

信号極性 電源の極性を一方を接地電位、他方を負極性とする。

監視信号受信 監視信号（発呼信号、端末応答信号、切断信号、終話信
号）を受信し、認識する。

選択信号受信 ダイヤルパルス信号（１０ＰＰＳ又は２０ＰＰＳ）又は押しボ
タンダイヤル信号を受信し、認識する。

監視信号送出 監視信号（応答信号、呼出信号）を送出する。

その他の
信号送出

可聴音又は音声により、状態（発信可能、呼出し中、着信
接続が不可能）を発信側に通知する。

可聴音送出 発信音、呼出音、話中音の可聴音は、規定された音を送
出する。

緊急通報 警察機関、海上保安機関、消防機関への通報（緊急通報）を行う場合は、次の事項に適合すること。
・緊急通報の発信場所を管轄する警察機関等に接続する。
・緊急通報を発信した端末の電気通信番号等を、警察機関等に送信する機能を有する。
・緊急通報の受信側から通信を終了しない限り通話を継続する機能又は電気通信番号による呼び返す機能を有する。

災害時優先通
信の優先的取

扱い

重要通信のうち指定機関から発信されるもの（災害時優先通信）を優先的に取扱うため、次の事項に適合すること。
・災害時優先通信以外の通信を制限し、又は停止することができる機能を有する。

・災害時優先通信を識別するための信号を付し、及び当該信号により災害時優先通信を識別することができる機能を
有する。

異なる電気
通信番号の
送信の防止

利用者の電気通信番号と異なる電気通信番号を送信することがないよう必要な措置を講じる。（他の利用者に対し、
発信元を誤認させるおそれがない場合は除く。）



技術基準への適合に関する担保措置

○技術基準適合確認（電気通信事業法第42条）
電気通信設備が技術基準に適合することを事業者自ら確認し、届け出ることを義務づけ

○技術基準適合命令（電気通信事業法第43条）
電気通信設備が技術基準に適合していない場合は、総務大臣が、設備の改修・改造、使用の制限等を命令

○管理規程（電気通信事業法第44条）
電気通信役務の確実かつ安定的な提供を確保するため、作成・届出を義務づけ

○電気通信主任技術者（電気通信事業法第45条）
事業用電気通信設備の工事、維持及び運用に関する事項を監督させるため、選任・届出を義務づけ（省令で定める

小規模な設備等の要件を満足している場合は適用除外）

（管理規程の記載事項）
事業用電気通信設備の工事、維持及び運用に関する以下のこと。
・業務を管理する者の職務及び組織に関すること。
・電気通信主任技術者がその職務を行うことができない場合に、その職務を代行する者に関すること。
・従事する者に対する教育及び訓練に関すること。
・巡視、点検及び検査に関すること。
・運転又は操作に関すること。
・通信の秘密の確保に関すること。
・情報セキュリティ対策に関すること。
・事故が発生した場合の体制、報告、記録、措置及び周知に関すること。
・災害その他非常の場合の体制及びとるべき措置に関すること。
・重要通信の確保並びにふくそう発生時の体制及び措置に関すること。
・設計指針及び計画管理に関すること。
・管理規程の見直しに関すること。
・その他、電気通信役務の確実かつ安定的な提供の確保のために必要な事項



情報通信ネットワークの安全・信頼性基準の構成

対策区分 対策項目

設備等基準

（６４項目１５６対策）

設備基準

（４６項目１０７対
策）

・一般基準（１５項目５８対策）

・屋外設備（１６項目２１対策）

・屋内設備（８項目１３対策）

・電源設備（７項目１５対策）

環境基準

（１８項目４９対策）

・センターの建築物（４項目１２対策）

・通信機器室等（６項目２２対策）

・空気調和設備（８項目１５対策）

管理基準

（５５項目８７対策）

・ネットワーク設計管理（５項目１０対策）

・ネットワーク施工管理（５項目７対策）

・ネットワーク保全・運用管理（９項目１７対策）

・設備の更改・移転管理（２項目２対策）

・情報セキュリティ管理（９項目１１対策）

・データ管理（６項目９対策）

・環境管理（２項目２対策）

・防犯管理（６項目６対策）

・非常事態への対応（２項目７対策）

・教育・訓練（２項目８対策）

・現状の調査・分析及び改善（４項目５対策）

・安全・信頼性の確保等の情報公開（３項目３対策）


